
様式第１号 
 

スタートアップ・生産性向上支援補助金 申請書 
 
                                2022 年 〇月 〇日 
 
一般財団法人旭川産業創造プラザ 
理事長  新 谷 龍 一 郎  様 
 
                     （申請者） 

所在地    旭川市〇〇条〇丁目〇―○ 
企業等名称  産プラ創造株式会社 
代表者職氏名 代表取締役 産プラ ツクル 

 
 
 スタートアップ・生産性向上支援補助金を希望するため、次のとおり関係書類を添えて申請
します。 
 
 １ 補助事業計画名    〇〇〇に対応する新型〇〇〇設備導入による生産性向上 
 
 ２ 補助事業実施期間    着手  2022 年 〇月 〇日 
               完了  2022 年 〇月 〇日 
 
 ３ 総事業費       〇,〇〇〇,〇〇〇円 
 
 ４ 希望補助額      〇,〇〇〇,０００円（千円未満切り捨て） 
 
 ５ 添付書類 
  ⑴  
  ⑵  
  ⑶  

⑷  
⑸ 

※下記内容はすべて例ですので、記載項目などが自社の事業内容とは必
ずしも合致しない場合があります。 

申請日（2022/8/1～

2022/9/5、17 時必着） 

法人の場合は、法人登記地、個人の

場合は納税地で記載（押印不要） 

様式第１号－１「補助事業計画名(30 文字以内)」と名称を統一し記載。 

※採択時に公表します 

補助対象期間は、２０２２年４月 1 日から

２０２２年１２月３１日までになり、同期

間内に発注・納入・検収・支払等のすべて

の手続きが完了する補助対象経費が対象と

なります。 

補助率 4/5（上限 200 万円） 

（1,000 円未満切り捨て） 

申請者の状況に合わせた添付書類を記載してください。 (詳細は、「提出書類一覧」
https://www.arc-net.or.jp/varioussupport/startup_03/#15  をご確認ください 
 

個人事業主の場合 
（１）事業計画書（様式第１号－１） 
（２）その他参考資料※1 

（３）誓約・確認書（様式第９号） 
（４）市税の納税証明書（完納） 
（５）確定申告書第一表 

（６）決算書（青色又は白色） 

法人の場合 
（１）事業計画書（様式第１号－１） 
（２）その他参考資料※1 

（３）誓約・確認書（様式第９号） 
（４）市税の納税証明書（完納） 
（５）確定申告書別表一 

（６）決算書 
（７）法人事業概況説明書 
（８）履歴事項全部証明書 

※1：カタログ・見積書などあれば添付 
 

生産性向上枠 

https://www.arc-net.or.jp/varioussupport/startup_03/#15


様式第１号－１ 
                                2022 年〇月 〇日 

事業計画書 
 

■申請者 

商号又は名称  産プラ創造株式会社 

業    種 金属製品製造業 創業・設立 〇〇〇年〇〇月〇〇日 

資 本 金 
（法人の場合） 〇,〇〇〇千円 従業員数   〇〇名 

連 絡 者 所  属 総務部 職  氏  名 部長 産プラ タクミ 

連 絡 先 ＴＥＬ 0000-00-0000 ＦＡＸ 0000-00-0000 

Ｕ Ｒ Ｌ https://〇〇〇〇.〇〇.〇〇 

Ｅ‐mail  〇〇〇〇＠〇〇.〇〇 

申請者概要（※法人のみ） 
株主及び出資者  役員一覧表 

主な株主又は出資者 
大企業の確認 
及び出資比率 

 
役職名 氏名 

大企業の確認 
及び会社名 

① 産プラ ツクル □ 〇％  代表取締役 産プラ ツクル □  
② 産プラ タクミ □ 〇％  取締役専務 産プラ タクミ □  
③  □ ％    □  
④  □ ％    □  
⑤  □ ％    □  

※枠内に収まらない場合は別紙で提出して下さい。 
■事業計画 

補助事業計画名 
(30 文字以内) 
※採択時に公表します 

〇〇〇に対応する最新型〇〇〇設備導入による生産性向上 

補助事業概要 
(100 文字以内) 
※採択時に公表します 

既存の生産設備ではボトルネックとなる〇〇加工を〇〇〇機導入
により〇〇〇の加工精度向上、加工時間短縮を図り生産性を向上す
る。さらに短納期対応も可能となり、新規顧客獲得に向け活動を行
う計画である。 

補助事業区分 
(どれか一つ選択) 

□ スタートアップ枠 
☑ 生産性向上枠 

補助事業実施期間 2022 年〇〇月〇〇日から 2022 年〇〇月〇〇日まで 

申請日（2022/8/1～

2022/9/5、17 時必着） 

１回以上の確定申告を済ませていること。 

※法人成りしたばかりでまだ確定申告を迎えてい

ない法人の場合は、個人事業時の確定申告を持っ

て代えることができます。 

日本標準産業分類（中分類）を記載 

https://www.e-

stat.go.jp/classifications/terms/10 

様式第１号「１．補助事業計画名」と名称を統一し記載。 

30 文字以内を厳守の事。 

 

 

100 文字以内を厳守の事 

 

 

 
補助対象期間は、２０２２年４月 1 日から２

０２２年１２月３１日までの間で記載。 

https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10
https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10


会社概要及び 
補助事業目的 

（１）事業概要 
当社は〇〇年の創業以来、〇〇材全般及び機械設備加工・製作・

据付工事まで一貫した事業を行っている。近年は〇〇の〇〇工事・
製作、〇〇材金物の製作等も手掛けている。〇〇年には工場を増築
に伴い、〇〇マシン、〇〇設備を導入し、〇〇製作に特化した会社
として、〇〇現場に納品している。〇〇年度は売上高 00,000 千円、
従業員は〇〇名在籍し、〇〇工事関連では〇〇随一の企業に成長し
また。  
※自社の概要や、経営方針等記載。 
 

（２）当社の経営状況 
①売上げの推移 
 2019 年度 2020 年度 2021 年度 
〇〇売上 〇〇〇円 〇〇〇円 〇〇〇円 
〇〇売上 △△△円 △△△円 △△△円 

②主要取引先 
〇〇建設（株）：〇%、（株）〇〇〇：〇%、市内〇〇関連：〇％、 
その他道内外：〇％ 
※主要取引先と顧客ニーズ（納期短縮、現場作業の簡便化など・・・）について記載。 
 

（３）当社の強み 
① 技術力を評価され、数々の賞受賞実績がある事。 
② 〇〇用の生産ラインを有しており、安定的に供給が可能。 
③ ○○材を仕入れるルートを確保していること。 
※設備、技術人材、取引実績など御社の強みを可能な限り客観的に記載。 
 

（４）競合他社について 
当社と類似する〇〇を製造する〇〇は、市内に（株）〇〇など数社
あるが、当社が得意とする〇〇を製造できる所は無く、優位性は極
めて高い。  
※道内外の競合他社や競合に対する優位性について記載。 

 
（５）当社の課題 
① 依頼を受けても生産能力が無く、機会損失している。 
昨年も当社繁忙期〇〇月に受注が多数発生し、〇〇件、〇〇円が生
産能力により損失した。 
② 職人が高齢化しているため、技術の承継がうまくいっていない。 
② 〇〇工程がボトルネックとなり、次工程に手待ち時間が発生し
ている。 
※文章による説明に加えて、以下のような工程フローや写真を添付した上で、作業工程
のボトルネックとなっている部分などについて記載。 

 
 



 
（６）顧客ニーズと市場の動向 
 当社が得意とする〇〇技術を活用した
〇〇建築の日本国内の市場は〇〇円規模
であり、〇〇〇の調べでは、〇〇〇技術の
応用は、〇〇〇の耐久性を高めるもので
あり、近年さらに需要が期待されている。
その一方、手作業で〇〇加工する場合は、
職人の習熟が必須であり、職人の育成に
手間がかかる為、需要に供給が追い付い
てない状態である。このようなことから、当社では、〇〇加工を自
動化、効率化する〇〇設備を導入することで、顧客の需要に答える
とともに、市場の拡大を図る為最新型〇〇設備を導入する。 
※市場ニーズを踏まえたターゲットの明確性及び市場参入の見込みがあるか。また、競
争力があり、他の取組に埋没せず、売上等の向上に寄与し申請者の成長を促進すること
が期待できるかなどについて記載。 

 

補助事業の 
具体的内容 

（１）導入する設備 
〇〇社製〇〇 型式 123-456-789 

 

主要スペック 
・縦〇〇 横〇〇 高さ 
・最大〇〇回転 
・〇〇〇/時間 
・〇〇〇における〇〇〇が可能 
・直感的操作可能な〇〇パネル搭載 

 
生産性向上新旧対比 
 導入前 導入後 効果 
〇〇作業 〇 〇 回 ／

時間 
〇〇〇回
／時間 

１時間あたり〇〇回分生産
回数 UP 

××作業 × × 個 ／
時間 

××個／
時間 

１時間あたり××個生産量
UP 

△△作業 ・・ ・・ ・・ 

ボトルネック 

表、グラフなど 

設備写真など 



上記のとおり、１時間あたり◇◇円の売上げ増加が見込めるため、
１か月あたり◇◇円、年間◇◇円の売上増加が見込める。 
※導入する設備の概要、導入理由、設備導入前及び導入後の改善内容、競合他社に対し
て優位性を獲得できる理由などを数字や写真等を活用して記載。 

 
（２）工程改善 
最新型〇〇設備を導入し、効果を最大限減に発揮するために、当社
工場の作業工程の見直しを実施する。 
【旧工程】〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
【新工程】〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
 
（３）新規販路開拓の取組 
工程を改善したことで、生産ラインに余裕ができるため、今まで対
応を差し控えていた〇〇エリアへの営業を強化する。 
（今まで、何度か問い合わせを頂いていたが、遠方であり施工まで
含めると対応が厳しかったためお断りしていた） 
 
（４）スケジュール 

 
（５）実施体制 
【社内】 
役職 担当 経験年数 資格・キャリア 
代表取締役 産プラ ツクル 40 年 〇〇営業、総括 
部長 産プラ タクミ 20 年 総務 20 年 
工場長 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

 
【社外】 
(株)〇〇〇  技術指導〇〇〇〇 
〇〇〇（有） 営業〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
 
（６）当社の財務状況と資金調達の見込み 
 当社は〇〇年以降、設備投資を積極的に行っており、設備投資と
ともに以下のように売上、営業利益を伸ばしているため、今後の事
業展開について金融機関等から期待感を持たれている。 
本事業に必要な資金のうち、一部については〇〇銀行より融資の承
諾を得ており、残りについては、自己資金にて賄う計画である。 

取組内容／月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

設備          

生産          

営業          



補助事業実施によっ
て期待される効果 

（１）地域への波及効果 
本事業の取組みを実施することにより、〇〇〇分野において、〇

〇〇に貢献することが可能であり、〇〇を導入した施設が増えるこ
とで、〇〇の地域への改善が見込める。 

 
※本事業を行うことにより、売上げ、取引などにどのような効果があるか、可能な限り
具体的にお書きください。その際、事業を行うことがその効果に結びつく理由や、社会
情勢への適応性、変化する社会情勢（感染症対策や働き方改革）への対応が行われてい
るか。また、補助事業実施によってその取組みがより促進されることが期待できるか。 
などについて記載。 

 
 
■事業費 
（１）経費明細書                          （単位：円） 

（２）資金調達内訳                            （単位：円） 

■収益計画 
（１）今後３年間の収益計画                        (単位：千円) 

項 目 
直近の 

決算年度 
2022 年 3 月 

1 年後 
2023 年 3 月 

2 年後 
2024 年 3 月 

3 年後 
2025 年 3 月 

売 上 高 ⒜ 100,000 120,000 130,000 150,000 
売上原価 ⒝ 30,000 45,000 45,000 50,000 

経費区分 
（対象経費の区分）  

（Ａ）事業に要する経
費 

（税込みの額）  

（Ｂ）補助対象経費 
（税抜きの額）  

（Ｅ）積算基礎 
（（A）事業に要する経費の内訳 
（機械装置名、単価×数量等））  

設備費 2,750,000円 2,500,000円 ARC-123-456最新型〇〇〇 
2,500,000円（税抜）×１ 

    
    
    
    

合 計 額 2,750,000円 2,500,000円  

＜補助事業全体に要する経費調達一覧＞  ＜補助を受けるまでの資金＞ 

区分 事業に要する経費 資金の調達先  区分 補助申請額内訳 資金の調達先 

自 己 資 金  750,000   自 己 資 金 500,000  

補助申請額 2,000,000   借 入 金 1,500,000 〇〇信金 

借 入 金    そ の 他   

そ の 他    補助申請額 2,000,000  

合 計 額 2,750,000      



売上総利益⒞ = ⒜-⒝ 70,000 75,000 85,000 100,000 
経費 ⒟ = ⒠+⒡ 30,000 30,000 36,000 42,000 

 
人 件 費 ⒠ 20,000 20,000 25,000 30,000 
その他の経費 ⒡ 10,000 10,000 11,000 12,000 

営業利益⒢ = ⒞-⒟ 40,000 45,000 49,000 58,000 
（２）収益計画の算出根拠 

（１）売上予測 
今まで、お断りしていた注文（概算年〇件）と、営業エリアの拡大により年間〇〇円程度の売
上増加を見込む。 

さらに、コロナ禍収束後にはそれぞれ〇〇円、〇〇円の売上増加が期待できる。 
 
 2023 2024 2025 
〇〇売上 〇〇円 〇〇円 〇〇円 
〇〇売上 〇〇円 〇〇円 〇〇円 
合計 〇〇円 〇〇円 〇〇円 

 
【積算根拠】 
 〇〇円 × 〇〇個／月 × １２か月 ＝ 〇〇円←a 
 〇〇円 × 〇〇個／月 × １２か月 ＝ 〇〇円←b  
a ＋ b ＝ 〇〇〇〇円 
 
新事業の実施に当たり、新たに約〇〇円の初期投資（補助対象経費含む）が発生するが、コロ
ナ禍収束の好材料を省いた状態で、〇〇年程度で投資を回収する計画である。 
新しい取組みを通じ、収益性を改善させる。 
 
（２）新規雇用 
〇〇年に、新規で〇〇人雇用予定。 

 
■補助金等採択実績（過去 3 年間） 

年度 補助事業名 事業計画名 補助金額 
2020 年度 〇〇〇補助金 〇〇材展示会出展事業 000,000 円 

    
    
    
    

 
※ 様式１号―１事業計画書の記入欄は適宜調整し、８ページ以内で作成してください。 
※ 必要な参考資料等を添付してください 
※ 説明資料等や図面等があれば添付してください。 
※ 提出された申請書類等は返却いたしませんので必ず控えを保管ください。 



 


